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○
岳
野　

日
本
証
券
業
協
会
副
会
長
の
岳
野
で
ご
ざ
い
ま

す
。

　

日
本
証
券
業
協
会
は
業
界
団
体
と
し
て
、
証
券
市
場
の

健
全
な
発
展
の
た
め
に
さ
ま
ざ
ま
な
調
査
研
究
、
働
き
か

け
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。
金
融
所
得
課
税
の
あ
り
方
に
つ

き
ま
し
て
は
、
こ
こ
七
～
八
年
ほ
ど
、
国
政
上
の
重
要
課

題
と
な
っ
て
お
り
、
さ
ま
ざ
ま
な
議
論
が
行
わ
れ
て
き
た

と
こ
ろ
で
す
。
こ
の
問
題
は
、
い
わ
ゆ
る
「
一
億
円
の

壁
」
の
グ
ラ
フ
が
議
論
の
始
ま
り
と
さ
れ
る
こ
と
が
多
い

の
で
す
が
、
本
日
は
そ
の
手
前
、
つ
ま
り
、
金
融
所
得
の

実
態
、
金
融
所
得
課
税
の
現
状
、
資
産
格
差
や
所
得
格
差

を
踏
ま
え
て
、
世
の
中
は
今
ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
、
そ

う
い
っ
た
と
こ
ろ
か
ら
エ
ビ
デ
ン
ス
及
び
現
行
制
度
を
御

説
明
し
、「
一
億
円
の
壁
」
の
グ
ラ
フ
を
ど
う
読
み
解
く

こ
と
が
で
き
る
か
、
御
説
明
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま

す
。

○
小
西　

日
本
証
券
業
協
会
の
小
西
で
す
。
よ
ろ
し
く
お

願
い
い
た
し
ま
す
。

　

金
融
所
得
課
税
の
強
化
の
議
論
に
つ
い
て
は
、
七
～
八

年
前
か
ら
話
が
出
て
お
り
、
毎
年
、
税
制
改
正
大
綱
で
も

触
れ
ら
れ
て
い
ま
す
。
令
和
四
年
度
税
制
改
正
大
綱
に
お

い
て
も
、「
高
所
得
者
層
に
お
い
て
、
所
得
に
占
め
る
金

金�

融
所
得
の
実
態
に
関
す
る
分
析

～
「
一
億
円
の
壁
」
を
読
み
解
く
～

岳　

野　

万
里
夫

小　

西　

賢　

治
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融
所
得
等
の
割
合
が
高
い
こ
と
に
よ
り
、
所
得
税
負
担
率

が
低
下
す
る
状
況
が
み
ら
れ
る
た
め
、
こ
れ
を
是
正
し
、

税
負
担
の
公
平
性
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
金
融
所
得
に

対
す
る
課
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
す
る
必
要
が
あ

る
。
そ
の
際
、
一
般
投
資
家
が
投
資
し
や
す
い
環
境
を
損

な
わ
な
い
よ
う
十
分
に
配
慮
し
つ
つ
、
諸
外
国
の
制
度
や

市
場
へ
の
影
響
も
踏
ま
え
、
総
合
的
な
検
討
を
行
う
。」

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

我
々
日
証
協
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
金
融
所
得
課
税
の

議
論
を
行
う
に
際
し
、
そ
の
前
段
階
と
し
て
、
そ
も
そ
も

金
融
所
得
と
は
何
か
、
格
差
是
正
と
は
何
か
と
い
う
基
礎

的
な
部
分
に
つ
い
て
今
回
勉
強
し
ま
し
た
の
で
、
御
報
告

さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

な
お
、
格
差
に
つ
い
て
は
、
二
月
二
五
日
の
本
会
に
お

い
て
別
途
詳
し
く
説
明
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

そ
れ
ら
の
資
料
は
、
証
券
経
済
研
究
所
や
日
証
協
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
よ
り
詳
細
な
内

容
は
そ
ち
ら
を
御
覧
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

一
、「
金
融
所
得
」
の
あ
ら
ま
し

　

金
融
所
得
と
は
何
か
と
い
う
基
礎
的
な
説
明
を
さ
せ
て

い
た
だ
き
ま
す
。

　

ま
ず
、「
金
融
所
得
と
資
本
所
得
」
で
す
。

　

経
済
学
者
の
ピ
ケ
テ
ィ
は
著
書
『
二
一
世
紀
の
資
本
』

の
中
で
、
そ
も
そ
も
所
得
と
は
、
給
与
や
ボ
ー
ナ
ス
な

ど
、
労
働
の
対
価
と
い
う
形
で
得
ら
れ
る
「
労
働
所
得
」

と
、
利
子
や
配
当
、
不
動
産
の
家
賃
な
ど
、
保
有
し
て
い

る
資
産
を
利
用
し
て
得
ら
れ
る
「
資
本
所
得
」
の
二
つ
で

構
成
さ
れ
る
と
し
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、
資
本
所
得
の
う

ち
、
特
に
金
融
商
品
か
ら
得
ら
れ
る
所
得
（
利
子
、
配

当
、
株
式
譲
渡
益
等
）
は
一
般
的
に
「
金
融
所
得
」
と
呼

ば
れ
て
い
ま
す
。

　
「
家
計
に
お
け
る
金
融
所
得
（
利
子
・
配
当
）
の
推
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移
」
を
見
て
み
る
と
、
全
体
と
し
て
、
家
計
に
お
け
る
金

融
所
得
は
三
〇
年
前
か
ら
低
下
し
て
い
ま
す
（
図
表
１
）。

こ
れ
は
、
い
わ
ゆ
る
ゼ
ロ
金
利
政
策
に
よ
る
金
利
低
下
で

利
子
所
得
が
大
幅
に
減
少
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
と
考
え

ら
れ
、
一
九
九
四
年
に
約
二
七
兆
円
あ
っ
た
利
子
所
得
が

二
〇
二
〇
年
に
は
約
七
兆
円
ま
で
激
減
し
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
徐
々
に
増
え
て
い
る
の
が
配
当
所
得
で
す
。
ゼ

ロ
金
利
政
策
下
に
お
い
て
は
預
金
に
よ
る
利
子
所
得
は
家

計
に
お
け
る
金
融
所
得
と
し
て
存
在
が
低
下
し
て
お
り
、

安
定
的
な
資
産
形
成
と
い
う
意
味
に
お
い
て
利
子
所
得
よ

り
も
配
当
所
得
の
重
要
性
が
増
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か

と
考
え
て
お
り
ま
す
。
昔
は
、
預
金
金
利
が
五
％
や
七
％

と
い
っ
た
時
代
も
あ
り
ま
し
た
が
、
直
近
の
メ
ガ
バ
ン
ク

の
定
期
預
金
の
金
利
は
〇
・
〇
〇
二
％
程
度
で
す
の
で
、

利
子
所
得
が
激
減
す
る
の
は
当
然
で
す
。
そ
の
ま
ま
預
金

で
置
い
て
お
け
ば
よ
か
っ
た
時
代
と
は
違
う
と
い
う
こ
と

で
す
。

図表１�　家計における金融所得（利子・配当）の推移
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（注）�　１�．利子には預金だけでなく公社債利子
を含む。
２�．投資信託に係るインカムゲインを原
資とした分配金は、2012年（７～９月
期）以降、配当に計上しているが、そ
れ以前は利子に計上されている。

〔出所〕�　内閣府「国民経済計算」

（注）�　配当利回りは、東証第一部上場企業の加
重平均利回り。

〔出所〕�　日本銀行「定期預金の預入期間別平均
金利」、東京証券取引所「統計月報」
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な
お
、
配
当
が
徐
々
に
増
え
て
い
る
要
因
は
当
期
純
利

益
の
増
加
に
よ
り
法
人
が
株
式
の
配
当
を
増
や
し
て
い
る

こ
と
が
要
因
で
す
が
、
そ
の
要
因
に
つ
い
て
は
四
月
五
日

の
本
会
で
別
途
詳
し
く
説
明
し
て
お
り
ま
す
の
で
、
そ
ち

ら
の
資
料
を
御
覧
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

　

図
表
１
に
あ
る
「
配
当
利
回
り
と
定
期
預
金
金
利
の
推

移
」
を
見
て
み
る
と
、
定
期
預
金
金
利
は
二
〇
二
一
年
で

〇
・
〇
五
％
で
す
。
先
ほ
ど
メ
ガ
バ
ン
ク
で
は
〇
・
〇
〇

二
％
と
言
い
ま
し
た
が
、
そ
れ
よ
り
非
常
に
高
い
で
す
。

恐
ら
く
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
金
利
な
ど
、
い
ろ
い
ろ
な
金
利

を
あ
わ
せ
た
数
字
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。
加
え
て
、

預
入
金
額
一
〇
〇
〇
万
円
以
上
と
い
う
条
件
が
つ
い
て
い

る
こ
と
も
一
つ
の
要
因
か
と
思
い
ま
す
。

　

そ
れ
に
対
し
て
、
配
当
利
回
り
は
平
均
一
・
九
六
％
で

す
。
会
社
に
よ
っ
て
は
、
無
配
の
と
こ
ろ
も
あ
れ
ば
、
一

〇
％
超
と
い
う
企
業
も
あ
り
ま
す
が
、
メ
ガ
バ
ン
ク
の
配

当
利
回
り
は
現
在
四
％
前
後
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
し
た

が
っ
て
、
定
期
預
金
金
利
〇
・
〇
〇
二
％
で
一
〇
〇
万
円

預
け
て
受
け
取
る
利
子
と
、
同
じ
一
〇
〇
万
円
で
メ
ガ
バ

ン
ク
の
株
を
買
い
付
け
、
受
け
取
る
配
当
と
で
は
、
リ

タ
ー
ン
が
二
〇
〇
〇
倍
ぐ
ら
い
違
う
と
い
う
こ
と
に
な
り

ま
す
。

　

次
に
、「
我
が
国
の
所
得
税
の
構
成
」
で
す
。

　

所
得
税
の
課
税
体
系
は
、
各
種
の
所
得
金
額
を
合
計
し

た
総
所
得
金
額
か
ら
所
得
控
除
の
合
計
額
を
控
除
し
、
そ

の
残
額
に
見
合
っ
た
税
率
を
乗
じ
て
税
額
を
計
算
す
る

「
総
合
課
税
（
累
進
課
税
）」
と
、
他
の
所
得
金
額
と
合
計

せ
ず
、
分
離
し
て
単
体
で
税
額
を
計
算
す
る
「
分
離
課

税
」、
こ
の
二
つ
に
大
き
く
分
け
ら
れ
、
総
合
課
税
は
所

得
額
に
応
じ
て
階
段
状
の
累
進
課
税
（
国
税
五
％
か
ら
四

五
％
）
で
あ
り
、
分
離
課
税
は
所
得
金
額
に
か
か
わ
ら

ず
、
一
律
（
国
税
一
五
％
）
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

続
い
て
、「
我
が
国
の
所
得
税
の
徴
税
体
制
」
で
す
。

　

主
に
「
源
泉
徴
収
」
と
「
確
定
申
告
」
の
二
つ
が
あ
り
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ま
す
。
源
泉
徴
収
は
、
特
定
の
所
得
に
つ
い
て
、
そ
の
所

得
の
支
払
い
の
際
に
支
払
者
が
所
得
税
を
徴
収
し
て
国
に

納
付
す
る
仕
組
み
。
こ
れ
に
対
し
て
確
定
申
告
は
、
一
年

間
の
全
て
の
所
得
の
金
額
と
そ
の
税
額
を
本
人
が
計
算

し
、
源
泉
徴
収
さ
れ
た
税
金
等
と
の
過
不
足
を
精
算
す
る

手
続
き
で
す
。
注
目
し
て
い
た
だ
き
た
い
の
は
人
数
で
す

（
図
表
２
）。
源
泉
徴
収
の
み
で
納
税
を
完
結
し
て
い
る
人

の
ほ
う
が
圧
倒
的
に
多
い
の
が
現
状
で
す
。

　

ち
な
み
に
、
株
式
は
原
則
、
申
告
納
税
制
度
と
な
っ
て

い
ま
す
。
た
だ
、
個
人
投
資
家
の
大
半
は
特
定
口
座
制
度

の
「
源
泉
徴
収
あ
り
」
を
使
っ
て
い
ま
す
の
で
、
御
自
身

で
確
定
申
告
し
て
い
る
人
は
少
な
い
の
で
は
な
い
か
と
思

わ
れ
ま
す
。

　

参
考
ま
で
に
、
特
定
口
座
制
度
に
つ
い
て
少
し
御
説
明

し
ま
す
。

　

そ
も
そ
も
証
券
口
座
に
は
「
一
般
口
座
」
と
「
特
定
口

座
」
が
あ
り
ま
す
。
特
定
口
座
に
は
「
源
泉
徴
収
あ
り
」

図表２　我が国の所得税の徴税体制

・給与所得者（年末調整で納税完了）

約4,451万人（令和２年分）
※1年を通じて勤務した給与所得者のうち、源泉徴収により所得税を納税している者。

・源泉徴収あり特定口座 （確定申告不要制度）

約3,032万口座（令和３年６月末）

・預貯金口座（源泉分離）

源泉徴収
特定の所得について、その所得の支払の際に

支払者が所得税を徴収して国に納付する仕組み

確定申告
１年間の全ての所得の金額とその税額を計算し、

源泉徴収された税金等との過不足を精算する手続き

・納税申告者

約657万人（令和２年分）
うち、株式等の譲渡所得等がある者

約18.3万人
うち、不動産等の分離長期譲渡所得がある者

約27.4万人

【主な確定申告者】
・給与の収入金額が2,000万円を超える人
・個人事業主
・不動産所得がある人
・還付がある人
・分離課税である株式等の譲渡所得等のうち
特定口座（源泉徴収なし）、一般口座の人

・総合課税である大口株主等（３％以上）の配当等

※ 確定申告不要制度
確定申告をせず、源泉徴収だけで

納税を完了させることを選択できる制度

日本税理士連合会・税制審議会「源泉徴収制度のあり方について」より
わが国の国税収入の約30％を占める所得税収は、年間およそ20兆円であるが、そのうち約16兆円は源泉徴収税
額である（令和２年度の一般会計当初予算）。このような税収構造をみると、源泉徴収制度は、わが国の税制にお
いて極めて重要な意義を有していることは明らかであり、同制度が有効に機能するためには、源泉徴収義務者が
適正に事務を履行する必要がある。

〔出所〕�　国税庁「統計年報」、「申告所得税標本調査結果」
　　　　日本証券業協会「証券会社における特定口座の普及状況調査」
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と
「
源
泉
徴
収
な
し
」
が
あ
り
、「
源
泉
徴
収
あ
り
」
を

使
っ
た
場
合
は
確
定
申
告
が
不
要
に
な
り
ま
す
。

　

日
証
協
が
行
っ
た
特
定
口
座
の
利
用
状
況
調
査
に
よ
る

と
、
約
三
二
七
〇
万
あ
る
特
定
口
座
の
う
ち
、
そ
の
ほ
と

ん
ど
に
当
た
る
約
三
〇
三
二
万
口
座
が
「
源
泉
徴
収
あ

り
」
と
い
う
状
況
で
す
。
日
本
は
給
与
所
得
者
（
サ
ラ

リ
ー
マ
ン
）
が
多
い
こ
と
か
ら
、
確
定
申
告
に
あ
ま
り
な

じ
み
が
な
い
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
特
定
口
座
「
源

泉
徴
収
あ
り
」
と
い
う
制
度
は
、
証
券
取
引
を
よ
り
身
近

に
し
て
い
る
と
言
え
ま
す
。

　

次
に
、
金
融
所
得
課
税
の
税
率
で
す
。

　

公
正
・
中
立
・
簡
素
の
観
点
か
ら
、
原
則
、
一
律
二

〇
％
（
国
税
一
五
％
、
地
方
税
五
％
）
で
す
。
同
じ
税
率

で
す
の
で
損
益
通
算
が
非
常
に
し
や
す
く
、
現
状
で
は
、

公
社
債
等
の
譲
渡
益
、
公
社
債
等
の
利
子
、
上
場
株
式
等

の
配
当
（
大
口
以
外
）、
上
場
株
式
等
の
譲
渡
益
は
全
て

損
益
通
算
の
対
象
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

続
い
て
、
主
な
個
人
向
け
金
融
商
品
の
課
税
関
係
に
つ

い
て
で
す
。

　

証
券
会
社
で
取
り
扱
っ
て
い
る
上
場
株
式
や
公
募
投
信

の
税
率
は
二
〇
％
（
国
税
一
五
％
・
住
民
税
五
％
）
で

す
。
な
お
、
大
口
株
主
へ
の
配
当
や
私
募
投
信
の
配
当
と

い
っ
た
特
殊
な
も
の
に
つ
い
て
は
総
合
課
税
に
な
っ
て
い

ま
す
。

　

で
は
、
こ
れ
は
国
際
的
に
見
て
ど
う
な
の
か
。
冒
頭
に

御
紹
介
し
た
令
和
四
年
度
税
制
改
正
大
綱
に
も
「
諸
外
国

の
制
度
や
市
場
へ
の
影
響
も
踏
ま
え
」
と
あ
り
ま
し
た

が
、
諸
外
国
の
金
融
所
得
へ
の
課
税
方
式
を
見
て
み
た
い

と
思
い
ま
す
（
図
表
３
）。

　

日
本
は
金
融
所
得
に
対
す
る
税
率
が
低
い
と
よ
く
言
わ

れ
ま
す
。
確
か
に
、
最
高
税
率
と
い
う
意
味
で
は
、
諸
外

国
と
比
較
し
て
日
本
は
若
干
低
い
場
合
も
あ
り
ま
す
。
実

際
、
日
本
と
同
じ
く
金
融
所
得
に
対
し
て
一
律
の
分
離
課

税
で
あ
る
ド
イ
ツ
は
二
六
・
三
七
五
％
と
高
い
で
す
が
、
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逆
に
フ
ラ
ン
ス
は
一
二
・
八
％
と
、
日
本
よ
り
低
い
国
も

あ
り
ま
す
。
さ
ら
に
、
ド
イ
ツ
と
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
総
合

課
税
を
選
択
可
能
と
す
る
こ
と
に
よ
り
、
低
所
得
者
層

（
総
合
課
税
の
税
率
が
分
離
課
税
の
税
率
を
下
回
る
層
）

に
対
し
て
配
慮
す
る
仕
組
み
も
あ
り
ま
す
。

　

イ
ギ
リ
ス
や
ア
メ
リ
カ
の
よ
う
に
分
離
課
税
で
も
所
得

の
額
に
応
じ
て
税
率
が
変
化
す
る
国
も
あ
り
ま
す
が
、
こ

れ
ら
の
国
々
で
は
利
子
と
配
当
で
最
高
税
率
が
異
な
っ
て

い
ま
す
。
リ
ス
ク
の
低
い
利
子
に
つ
い
て
は
税
率
が
高

く
、
リ
ス
ク
の
高
い
株
式
譲
渡
益
な
ど
は
税
率
が
低
く

な
っ
て
お
り
、
資
産
選
択
に
歪
み
が
生
じ
な
い
よ
う
な
形

に
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
段
階
的
な
た
め
、
一
定
の
金
額

に
つ
い
て
は
当
然
、
一
律
よ
り
も
税
率
が
低
い
人
が
大
勢

い
る
と
い
う
点
も
ポ
イ
ン
ト
の
一
つ
で
は
な
い
か
と
思
い

ま
す
。

　

さ
ら
に
、
地
政
学
的
に
見
る
と
、
東
ア
ジ
ア
で
は
株
式

譲
渡
益
は
非
課
税
が
一
般
的
で
す
。
例
え
ば
国
際
金
融
セ

図表３�　金融所得への課税方式の国際比較

株式譲渡益 配当 利子

分離課税の所得に対して一律の税率を課す国

日本 申告分離課税：20％ 申告分離課税：20％ 源泉分離課税：20％

ドイツ 分離課税：26.375％ ※ 総合課税を選択可能

フランス 分離課税：12.8％ ※ 総合課税を選択可能

スウェーデン 分離課税：30％

分離課税の所得の額に応じて税率が変化する国

イギリス 分離課税：10、20％ 分離課税：7.5、32.5、38.1％ 分離課税：0、20、40、45％

アメリカ ※ 分離課税：0、15、20％ 分離課税：0、15、20％ 総合課税：10～37％

地政学的にみると東アジアでは株式譲渡益は非課税が一般的

シンガポール
香港

非課税

中国 非課税 分離課税：20％ 非課税

台湾 非課税 分離課税：28％ 総合課税：5～40％

韓国 非課税 分離課税：15.4％ 分離課税：15.4％

 資本所得（金融所得）については基本的に分離課税または非課税。

（注）�　１�．アメリカの税率は、長期キャピタルゲイン（保有期間が12か月超
の資産から得たキャピタルゲイン）及び適格配当（配当落日の前後
60日の計121日間に60日超保有する株式の配当）に係るもの。それ以
外のキャピタルゲイン及び配当は、他の所得と合算したうえで総合
課税の対象となる。また、これ以外に州税がかかる場合がある。
２�．2,000万ウォンを超える株式譲渡益に対しては20％の分離課税、

〔出所〕�　財務省、大和総研等より日証協作成。
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ン
タ
ー
と
い
う
意
味
で
は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
や
香
港
と

争
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
が
、
こ
の
あ
た
り
も
競
争
要
因

の
一
つ
に
な
る
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
い
ま
す
。　

　

次
に
、「
日
本
の
金
融
所
得
課
税
の
主
な
変
遷
」
で
す
。

　

今
の
日
本
の
税
制
は
、
二
〇
〇
四
年
に
公
表
さ
れ
た
政

府
税
制
調
査
会
の
「
金
融
所
得
課
税
の
一
体
化
に
つ
い
て

の
基
本
的
考
え
方
」
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
お
り
、
そ
の
後

に
開
催
さ
れ
た
政
府
税
調
の
議
論
に
お
い
て
、
資
本
所
得

で
あ
る
金
融
所
得
に
対
す
る
課
税
は
総
合
課
税
に
は
な
じ

ま
な
い
、「
日
本
の
金
融
所
得
課
税
の
目
指
す
方
向
」
と

し
て
、
資
本
所
得
（
金
融
所
得
）
と
労
働
所
得
は
分
け
て

取
り
扱
う
こ
と
（
二
元
的
所
得
税
）、
税
率
は
労
働
所
得

よ
り
も
低
い
も
の
と
す
る
こ
と
（
比
例
税
率
）、
金
融
商

品
間
で
の
課
税
方
式
は
均
衡
化
す
る
こ
と
（
分
離
課
税
）、

加
え
て
、
株
式
譲
渡
損
失
と
の
損
益
通
算
を
認
め
る
範
囲

を
で
き
る
限
り
広
げ
て
い
く
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

二
次
元
所
得
の
理
論
的
な
仕
組
み
と
し
て
は
、
資
本
所

得
に
は
比
例
税
率
を
、
勤
労
所
得
に
は
累
進
税
率
を
適
用

し
、
税
率
に
つ
い
て
は
、
資
本
の
足
の
速
さ
を
考
慮
し
て

勤
労
所
得
よ
り
も
低
い
税
率
に
す
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

こ
れ
を
踏
ま
え
て
現
在
の
状
況
を
見
て
み
る
と
、
課
税

方
式
に
つ
い
て
は
、
資
本
所
得
は
分
離
課
税
、
勤
労
所
得

は
総
合
課
税
と
い
う
形
に
な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
税
率

は
と
い
う
と
、
勤
労
所
得
に
対
す
る
最
低
税
率
は
一
〇
％

で
、
資
本
所
得
に
対
す
る
税
率
は
本
来
そ
れ
よ
り
低
い
ほ

う
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
現
状
は
二
〇
％
で

す
。
こ
の
二
〇
％
と
い
う
数
字
は
勤
労
所
得
で
見
る
と
、

給
与
所
得
者
で
は
一
五
〇
〇
万
円
超
の
人
た
ち
と
な
り
、

こ
の
層
は
給
与
所
得
者
数
の
う
ち
の
一
・
四
％
に
す
ぎ
ま

せ
ん
。

　

こ
れ
は
国
税
庁
の
「
民
間
給
与
実
態
統
計
調
査
」
と

「
申
告
所
得
税
標
本
調
査
」
を
も
と
に
作
成
し
た
グ
ラ
フ

で
す
（
図
表
４
）。
こ
れ
で
見
て
も
、
全
納
税
者
の
九

八
％
は
一
般
の
所
得
税
負
担
率
が
一
五
％
未
満
で
す
の
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で
、
現
在
の
金
融
所
得
の
税
率
で
あ
る
国
税
一
五
％
・
地

方
税
五
％
と
い
う
の
は
、
労
働
所
得
の
税
率
か
ら
見
る

と
、
ほ
と
ん
ど
の
納
税
者
に
と
っ
て
非
常
に
重
税
で
あ
る

と
い
う
点
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。

二�

、
資
本
所
得
と
資
産
の

分
布
に
つ
い
て

（
家
計
構
造
調
査
（
総
務
省
）
に
よ
る
分
析
）

　

次
に
資
本
所
得
と
資
産
の
分
布
に
つ
い
て
説
明
さ
せ
て

い
た
だ
き
ま
す
。

　

総
務
省
の
「
家
計
構
造
調
査
」
を
用
い
て
家
計
資
産
階

級
十
分
位
で
分
析
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
家
計
資
産
階

級
十
分
位
と
は
、
世
帯
を
資
産
額
の
低
い
ほ
う
か
ら
高
い

ほ
う
に
並
べ
、
そ
れ
ぞ
れ
の
世
帯
数
が
等
し
く
な
る
よ
う

に
十
等
分
し
た
も
の
で
、
低
い
ほ
う
か
ら
第
Ⅰ
分
位
、
第

Ⅱ
分
位
…
…
第
Ⅹ
分
位
と
し
て
い
ま
す
。
例
え
る
な
ら
顕

図表４�　全納税者の所得分布及び金融所得の税率と一般税率（所得税）
とのバランス

 全納税者（申告納税者＋申告なしの給与所得者）の所得分布を推計してみると、年収300万円台が約941万人、
年収400万円台が約747万人であり、1,000万円以下の者は約4,719万人と約94.7％を占めている

 金融所得の税率は、所得水準にかかわらず一律の比例税率（国税15％、地方税5％）

 現在の国税15％という税率は、全納税者（約4,982万人）の約98.5％にあたる約4,907万人（概ね年間所得1,500
万円以下）にとって、勤労所得等の一般の所得税負担率より高いものとなっている。

⇒現在の税率でも、殆どの納税者にとって「重税」であることに留意が必要。

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

申告納税者数 給与所得者数（申告なし） 所得税負担率（申告納税者ベース）
（万人）

（％）

合計所得１億円超は、
全納税者約4,907万人のうち約２万人

全納税者の98％は

一般の所得税負担率が15％未満財務省資料には
反映されていない

（合計所得金額）

金融所得の税率 国税15％

〔出所〕�　国税庁「民間給与実態統計調査（令和２年分）」および「申告所得税標本調査（令
和２年分）」をもとに日証協試算。
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微
鏡
で
見
て
い
く
よ
う
な
感
じ
で
す
。

　

で
は
、
内
容
を
詳
し
く
見
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

ま
ず
「
家
計
資
産
総
額
十
分
位
別
の
所
得
内
訳
」
で
す

（
図
表
５
）。

　

階
級
が
上
が
る
に
つ
れ
て
、
現
金
収
入
に
占
め
る
勤
め

先
収
入
（
給
与
収
入
）
の
割
合
が
減
少
し
て
い
ま
す
。
た

だ
し
、
こ
れ
は
あ
く
ま
で
割
合
の
減
少
で
あ
っ
て
、
実
額

が
少
な
い
と
い
う
意
味
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
例
え
ば
、
第

Ⅱ
階
級
は
収
入
金
額
が
三
二
〇
万
円
で
、
給
与
収
入
は
そ

の
八
割
の
約
二
五
〇
万
円
、
第
Ⅹ
階
級
は
収
入
金
額
が
八

三
九
万
円
で
、
給
与
収
入
は
そ
の
五
割
の
約
四
二
〇
万
円

で
す
か
ら
、
当
然
、
実
額
は
第
Ⅹ
階
級
の
ほ
う
が
多
い
と

い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

日
本
の
若
者
は
資
産
を
持
っ
て
い
な
い
と
よ
く
言
わ
れ

ま
す
。
年
齢
の
グ
ラ
フ
を
見
る
と
、
や
は
り
高
齢
者
に
比

べ
て
資
産
を
持
っ
て
お
ら
ず
、
給
与
収
入
に
頼
っ
て
い
る

割
合
が
大
き
い
わ
け
で
す
が
、
そ
の
給
与
収
入
の
部
分
も

図表５�　家計資産総額十分位別の所得内訳
 家計資産総額十分位別では、階級が上がるにつれて、現金収入に占める「勤め先収入」の割合が減少する一

方で、世帯主の平均年齢が上昇し、「公的年金・恩給給付」の割合が増加する。

 第Ⅹ階級になると家賃・地代の占める割合が高まり、さらに上位５％、同１％になるにつれ上昇する。

 利子・配当金の占める割合は、第Ⅹ階級でも2.1％と家賃・地代の9.9％と比べて小さい。
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0%
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60%

70%

80%

90%

100%

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ TOP5％ TOP1％

世帯の現金収入の内訳（2019年）

勤め先収入 家賃・地代 家賃・地代以外の事業・内職収入

利子・配当金 公的年金・恩給給付 その他

世帯主の年齢

（歳）

資産額低位 家計資産階級十分位 資産額上位

591万円 320万円 460万円 509万円 528万円 533万円 567万円 600万円 654万円 839万円 935万円 1,327万円収入金額

〔出所〕�　総務省「家計構造調査（2019年）」より作成。
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少
な
い
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

し
か
し
、
こ
こ
で
は
給
与
収
入
の
話
で
は
な
く
、
一
番

注
目
し
て
い
た
だ
き
た
い
の
は
、
利
子
・
配
当
金
と
家

賃
・
地
代
の
部
分
で
す
。
最
近
、
株
に
よ
る
格
差
拡
大
と

い
う
こ
と
が
い
ろ
い
ろ
言
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
実
は
第
Ⅹ

階
級
で
も
、
利
子
・
配
当
金
の
占
め
る
割
合
は
二
・
一
％

で
し
か
な
く
、
家
賃
・
地
代
の
九
・
九
％
と
比
べ
て
小
さ

い
こ
と
を
考
え
る
と
、
本
当
に
利
子
・
配
当
金
が
格
差
に

影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
の
か
疑
問
で
す
。

　

参
考
ま
で
に
、
先
ほ
ど
の
グ
ラ
フ
か
ら
利
子
・
配
当
金

と
家
賃
・
地
代
を
抜
き
出
し
、
そ
の
金
額
を
棒
グ
ラ
フ
に

し
て
み
ま
し
た
（
図
表
６
）。
第
Ⅷ
階
級
ぐ
ら
い
ま
で
は

ド
ン
グ
リ
の
背
比
べ
み
た
い
な
も
の
で
す
が
、
い
ず
れ
の

階
級
も
家
賃
・
地
代
の
ほ
う
が
多
い
と
い
う
結
果
で
、
特

に
第
Ⅹ
階
級
、
上
位
五
％
、
上
位
一
％
で
こ
の
傾
向
は
強

く
な
っ
て
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
高
家
計
資
産
総
額
世

帯
の
資
本
所
得
の
中
心
は
、
利
子
・
配
当
金
で
は
な
く
家

図表６�　家計資産総額十分位別の資本所得の内訳
 第Ⅰ～第Ⅹ階級のいずれでも、資本所得は、利子・配当金よりも家賃・地代の額が大きく、 第Ⅹ階級（１０％）、

上位5％、上位1％にいくにつれて、この傾向は強くなる。

 第Ⅹ階級への集中度合は、地代・家賃61.4％、利子・配当金59.7％である。

⇒「利子や配当金収入は高額資産保有者に偏在」（後掲ミニ経済白書参照）等と指摘されるが、地代・家賃
の偏在と同程度である（むしろ低い）ことに留意。

 第Ⅹ階級では、地代・家賃82.7万円、利子・配当金17.3万円である。

⇒「高家計資産総額世帯」の資本所得の中心は、利子・配当（金融所得）ではなく家賃・地代（不動産所得）。

（万円）

6.4 1.1 2.1 2 2.4 4.3 5.6 9.7 18.5

82.7

128

309.1

0.4 0.1 0.3 0.6 0.5 0.9 1.4 2.8 4.7
17.3 24.9

43.6

0

50

100

150

200

250

300

350

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ TOP5％ TOP1％

世帯の資本所得の額（2019年）

家賃・地代 利子・配当金

資産額低位 家計資産階級十分位 資産額上位

〔出所〕�　総務省「家計構造調査（2019年）」より作成。
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賃
・
地
代
で
あ
る
と
言
え
ま
す
。

　

次
に
、「
家
計
の
資
産
分
布
の
概
要
」
と
い
う
こ
と

で
、
ス
ト
ッ
ク
の
内
訳
を
見
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
（
図

表
７
）。

　

住
宅
・
宅
地
（
不
動
産
）
と
金
融
資
産
残
高
を
比
較
す

る
と
、
例
え
ば
第
Ⅹ
階
級
に
お
い
て
は
、
住
宅
・
宅
地
が

約
九
〇
〇
〇
万
円
、
金
融
資
産
残
高
が
約
五
〇
〇
〇
万
円

（
純
金
融
資
産
残
高
で
は
約
四
五
〇
〇
万
円
）
で
す
か

ら
、
不
動
産
の
ほ
う
が
二
倍
く
ら
い
多
い
状
況
で
す
。

　

さ
ら
に
細
か
く
見
て
い
く
と
、
不
動
産
の
内
訳
は
、
第

Ⅹ
階
級
→
上
位
五
％
→
上
位
一
％
と
な
る
ほ
ど
、
現
住

居
・
居
住
地
以
外
の
不
動
産
、
つ
ま
り
投
資
用
不
動
産
と

言
わ
れ
る
も
の
の
割
合
が
増
加
し
て
い
き
ま
す
（
図
表

８
）。
第
Ⅹ
階
級
へ
の
有
価
証
券
の
集
中
度
合
い
は
六

一
・
二
％
、
現
住
居
・
居
住
地
以
外
の
不
動
産
の
集
中
度

合
い
は
七
三
・
八
％
で
す
の
で
、
い
ず
れ
に
し
て
も
投
資

用
不
動
産
の
ほ
う
が
多
い
形
に
な
っ
て
い
ま
す
。

図表７�　家計の資産分布の概要
 家計資産総額十分位階級別に、資本所得の源泉である金融資産と住宅・宅地の保有状況をみたところ、すべ

ての階級において、住宅・宅地が最大の資産である。

 第Ⅹ階級の保有資産額は、第Ⅸ階級と比較して、金融資産残高は約２倍、住宅・宅地は約３倍である。

 第Ⅹ階級への金融資産の集中度合は39.4％、住宅・宅地の集中度合はそれより高く、44.6％であった。

（万円）

(2,000)

3,000

8,000

13,000

18,000

23,000

28,000

33,000

38,000

43,000

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ TOP5％ TOP1％

家計資産総額の内訳（2019年）

金融資産残高 金融負債残高 住宅・宅地

金融資産残高 193 48 244 428 588 814 1,165 1,728 2,543 5,048 6,332 9,058

金融負債残高 -1,613 -103 -305 -437 -380 -345 -310 -294 -265 -506 -760 -1,658

純金融資産残高 -1,421 -55 -61 -9 208 469 855 1,433 2,278 4,542 5,572 7,400

住宅・宅地 818 77 287 636 932 1,286 1,683 2,222 3,190 8,969 13,239 30,495

純資産額計 -603 22 226 627 1,140 1,754 2,538 3,655 5,468 13,511 18,811 37,895

〔出所〕�　総務省「家計構造調査（2019年）」より作成。
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総
務
省
の
「
家
計
構
造
調
査
」
で
は
、
上
位
一
％
で
も

利
子
・
配
当
収
入
は
年
間
四
三
万
円
程
度
で
す
。
つ
ま

り
、
こ
の
調
査
か
ら
は
、
金
持
ち
だ
か
ら
と
い
っ
て
、
有

価
証
券
を
大
量
に
保
有
し
、
多
額
の
利
子
・
配
当
収
入
を

得
て
い
る
と
ま
で
は
言
え
な
い
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま

す
。

（
ミ
ニ
経
済
白
書
に
よ
る
分
析
）

　

政
府
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
と
し
て
二
〇
二
二
年
二
月
に

公
表
さ
れ
た
ミ
ニ
経
済
白
書
に
お
い
て
、
資
産
所
得
の
格

差
は
拡
大
傾
向
に
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。
経
済
学

者
の
ミ
ラ
ノ
ヴ
ィ
ッ
チ
に
よ
る
と
、
日
本
の
資
本
所
得
の

ジ
ニ
係
数
は
〇
・
九
五
超
と
、
先
進
国
の
中
で
最
も
高
い

と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
内
閣
府
が
「
家
計
構
造
調
査
」
の

デ
ー
タ
に
基
づ
き
試
算
し
た
数
字
は
〇
・
七
程
度
と
な
っ

て
い
ま
す
。
こ
の
差
に
つ
い
て
は
、
正
確
な
と
こ
ろ
は
わ

か
り
ま
せ
ん
が
、
推
測
と
し
て
ミ
リ
オ
ネ
ア
で
は
な
く
ビ

図表８�　家計の資産分布の詳細分析
 不動産の内訳は、第Ⅹ階級⇒上位5％⇒上位1％となるほど、現住居・居住地以外の不動産が大きく増加する

 金融資産の内訳は、すべての階級において、有価証券よりも預貯金の保有額が上回っている。

 第Ⅹ階級への有価証券の集中度合は61.2％、現住居・居住地以外の不動産の集中度合は73.8％。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ TOP5％ TOP1％

純資産階級別 各資産保有額（2019年）

預貯金 有価証券 現住居・居住地 現住居・居住地以外（万円）

純資産総額
（万円）

-603 22 226 627 1,140 1,754 2,538 3,655 5,468 13,511 18,811 37,894

預貯金 114 34 171 294 406 557 789 1,183 1,683 2,911 3,468 4,901

有価証券 12 2 10 21 37 58 112 183 360 1,252 1,829 3,103

金融資産
（預貯金＋有価証券）

126 35 181 314 444 614 902 1,365 2,043 4,163 5,297 8,005

現住居・居住地 779 76 276 595 879 1,199 1,565 2,034 2,857 6,516 9,084 18,586

現住居・居住地以外 39 1 11 40 53 86 118 188 333 2,453 4,155 11,908

〔出所〕�　総務省「家計構造調査（2019年）」より作成。
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リ
オ
ネ
ア
と
言
わ
れ
る
超
富
裕
層
を
推
計
に
入
れ
て
い
る

か
入
れ
て
い
な
い
か
の
違
い
で
は
な
い
か
と
考
え
て
お
り

ま
す
。

　

ち
な
み
に
、
こ
の
ミ
ニ
経
済
白
書
で
は
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
等

を
活
用
し
て
「
貯
蓄
か
ら
投
資
へ
」
の
転
換
を
進
め
る
こ

と
が
我
が
国
の
資
産
所
得
の
格
差
拡
大
へ
の
歯
止
め
に
つ

な
が
る
と
い
う
報
告
も
し
て
お
り
ま
す
。

（
ジ
ニ
係
数
に
よ
る
資
本
所
得
の
不
平
等
等
の
分
析
（
ミ

ラ
ノ
ヴ
ィ
ッ
チ
に
よ
る
分
析
））

　

日
本
の
労
働
所
得
の
ジ
ニ
係
数
は
〇
・
四
五
～
〇
・
五

の
間
で
、
諸
外
国
の
中
で
は
下
か
ら
三
番
目
程
度
と
低
い

と
こ
ろ
に
位
置
し
て
い
ま
す
が
、
資
本
所
得
の
ジ
ニ
係
数

は
、
先
ほ
ど
お
話
し
さ
せ
て
い
た
だ
い
た
と
お
り
唯
一
、

〇
・
九
五
超
と
な
っ
て
い
ま
す
（
図
表
９
）。

　

ミ
ラ
ノ
ヴ
ィ
ッ
チ
は
、
資
本
所
得
と
い
う
の
は
、
資
本

を
持
っ
て
い
る
か
ら
発
生
し
、
持
っ
て
い
な
い
人
に
は
そ

図表９�　ブランコ・ミラノヴィッチ（※）による資本所得のジニ係数の
国際比較分析

 各国とも、労働所得に比べ資本所得のジニ係数は高くなっている

 我が国は、労働所得のジニ係数は相対的に低位であるが、資本所得のジニ係数は相対的に高くなっている

資本所得と労働所得のジニ係数
（アメリカ、イギリス、ドイツ、ノルウェー）

資本所得と労働所得の不平等
（富裕国、2013年頃）

（注）�　ルクセンブルク所得研究センター上級研究員、ニューヨーク市立大学大学院セン
ター客員大学院教授。ベオグラード大学で博士号を取得後、世界銀行調査部の主任
エコノミストを20年間務める。2003-05年にはカーネギー国際平和基金のシニア・
アソシエイト。所得分配について、またグローバリゼーションの効果についての方
法論的研究、実証的研究を、Economic�Journal,�Review�of�Economics�and�Statistics
などに多数発表。（みすず書房より）

〔出所〕�　ブランコ・ミラノヴィッチ「資本主義だけ残った」（みすず書房）
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も
そ
も
発
生
し
な
い
。
こ
れ
が
格
差
拡
大
の
原
因
で
あ

る
。
資
本
が
集
中
し
て
い
る
か
ら
問
題
に
な
る
の
で
あ
っ

て
、
皆
が
株
や
債
券
を
持
て
ば
格
差
は
縮
小
す
る
。
そ
の

た
め
に
は
、
小
口
投
資
家
を
対
象
と
し
た
新
た
な
優
遇
措

置
を
導
入
す
れ
ば
い
い
と
主
張
し
て
い
ま
す
。
日
本
で
言

え
ば
小
口
投
資
家
を
対
象
と
し
た
優
遇
措
置
は
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

が
そ
の
最
た
る
も
の
だ
と
思
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
先
ほ
ど

説
明
し
た
ミ
ニ
経
済
白
書
と
同
様
の
主
張
で
す
。

　

で
は
、
な
ぜ
皆
が
株
や
債
券
を
持
つ
と
格
差
が
縮
小
す

る
の
か
と
い
う
こ
と
を
説
明
し
ま
す
。
格
差
は
通
常
、

ロ
ー
レ
ン
ツ
曲
線
と
ジ
ニ
係
数
で
あ
ら
わ
さ
れ
ま
す
（
図

表
10
）。
左
の
図
が
一
般
的
な
格
差
の
イ
メ
ー
ジ
で
す
。

ゼ
ロ
か
ら
反
対
の
頂
点
に
対
す
る
均
等
分
布
（
四
五
度
）

線
と
ロ
ー
レ
ン
ツ
曲
線
の
間
で
囲
ま
れ
た
部
分
、
つ
ま
り

太
字
で
囲
ま
れ
た
①
の
面
積
を
二
倍
し
た
も
の
が
ジ
ニ
係

数
で
、
そ
れ
が
格
差
の
係
数
に
な
り
ま
す
。

　

一
方
、
有
価
証
券
等
の
利
子
・
配
当
所
得
の
場
合
、
持

図表10�　資本所有の分散の意義（ローレンツ曲線とジニ曲線を使った
説明：日証協作成）
〈一般のイメージ〉 〈有価証券等の利子・配当所得の場合のイメージ〉

1.0

1.0 Ｘ

有価証券保有率

1.0

1.0

①

②

均等分布(45度)線

ジニ係数＝①の面積の２倍（0.0～1.0）

日本の等価当初所得：0.5程度
日本の等価可処分所得：0.3程度

ジニ係数＝①の面積の２倍
＋②の面積の２倍（0.0～1.0）

有価証券保有率が20％、Ｘ＝0.8のとき、
第１項（下線部分）だけで0.8

人口累積比
0 0

①

ローレンツ曲線

※資本所有の分散＝有価証券保有率の拡大
＝点Ｘの左方遷移＝①の減少
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た
な
い
人
が
大
勢
い
ま
す
の
で
、
ゼ
ロ
で
は
な
く
ｘ
が
ス

タ
ー
ト
に
な
り
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
右
の
図
の
①
の
部

分
は
そ
も
そ
も
格
差
と
し
て
ス
タ
ー
ト
し
て
い
る
と
い
う

こ
と
で
す
。
日
本
で
は
成
人
の
約
二
割
が
有
価
証
券
の
保

有
者
だ
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
か
ら
、
ス
タ
ー
ト
は
〇
・
八

で
す
。
そ
こ
か
ら
通
常
の
ロ
ー
レ
ン
ツ
曲
線
を
引
く
形
に

な
り
ま
す
。
ロ
ー
レ
ン
ツ
曲
線
に
よ
る
半
円
形
の
よ
う
な

形
に
加
え
、
均
等
分
布
（
四
五
度
）
線
と
ｘ
で
作
る
三
角

形
の
面
積
が
加
わ
っ
た
太
字
で
囲
ま
れ
た
面
積
を
二
倍
し

た
も
の
が
ジ
ニ
係
数
と
な
る
た
め
、
格
差
が
大
き
く
な
る

わ
け
で
す
が
、
逆
に
持
っ
て
い
る
人
が
増
え
れ
ば
、
ｘ
の

位
置
が
左
に
移
動
し
て
①
の
部
分
が
小
さ
く
な
る
、
つ
ま

り
資
本
所
得
の
分
散
は
格
差
の
是
正
に
つ
な
が
る
わ
け
で

す
。

　

先
ほ
ど
の
、
日
本
で
は
成
人
の
約
二
割
が
有
価
証
券
の

保
有
者
だ
と
い
う
話
で
す
が
、
こ
れ
は
日
証
協
の
「
証
券

投
資
に
関
す
る
全
国
調
査
」
で
有
価
証
券
の
保
有
者
が
一

九
・
六
％
で
あ
る
こ
と
を
根
拠
と
し
て
推
計
し
た
も
の
で

す
。
格
差
是
正
の
観
点
か
ら
は
、
有
価
証
券
の
保
有
者
を

い
か
に
増
や
し
て
い
く
か
が
課
題
に
な
る
と
思
い
ま
す

し
、
我
々
日
証
協
と
し
て
は
、
七
月
に
「
中
間
層
の
資
産

所
得
拡
大
に
向
け
て
～
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
へ
の
提
言

～
」
を
取
り
ま
と
め
て
お
り
ま
す
の
で
、
こ
れ
に
基
づ
い

て
関
係
各
所
に
提
言
の
実
現
に
向
け
働
き
か
け
て
い
き
た

い
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

三�

、「
多
額
の
資
産
を
有
す
る
者
」

（
い
わ
ゆ
る
富
裕
層
）
に
つ
い
て

　

日
本
に
お
け
る
金
融
資
産
の
分
布
に
つ
い
て
野
村
総
合

研
究
所
が
調
査
し
て
お
り
ま
し
て
、
当
該
調
査
に
よ
る

と
、
日
本
の
場
合
、
世
帯
数
、
保
有
額
と
も
に
ピ
ラ
ミ
ッ

ド
の
よ
う
な
形
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

で
は
、
日
本
の
富
裕
層
は
ど
ん
な
人
た
ち
な
の
か
。
三
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菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
の
レ
ポ
ー
ト
で
は
、
お
お
む
ね
四
つ

に
分
類
さ
れ
て
い
ま
す
（
図
表
11
）。
①
莫
大
な
資
産
や

事
業
を
代
々
受
け
継
ぐ
資
産
家
の
系
譜
で
あ
る
「
ス
ト
ッ

ク
承
継
型
」。
②
先
鋭
的
な
分
野
の
起
業
に
成
功
し
た
実

業
家
で
あ
る
「
ス
ト
ッ
ク
成
長
型
」。
③
給
与
所
得
を
原

資
に
こ
つ
こ
つ
金
融
資
本
を
積
み
上
げ
た
「
フ
ロ
ー
蓄
積

型
」。
④
親
か
ら
の
相
続
に
よ
り
一
時
的
に
金
融
資
本
を

取
得
し
た
「
相
続
型
」。
資
産
一
億
円
超
の
富
裕
層
と
言

わ
れ
る
人
た
ち
は
③
と
④
、
五
億
円
超
の
超
富
裕
層
は
①

と
②
で
す
。

　

日
本
に
お
い
て
株
式
等
の
保
有
額
が
大
き
い
個
人
株
主

は
、
一
位
が
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
グ
ル
ー
プ
の
孫
社
長
、
二
位

が
ユ
ニ
ク
ロ
の
柳
井
社
長
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
言
わ
ず
と

知
れ
た
ス
ト
ッ
ク
成
長
型
の
方
々
で
す
。

　
『
フ
ォ
ー
ブ
ス
』
の
「
世
界
長
者
番
付
」（
日
本
版
）
に

お
い
て
も
ほ
ぼ
同
様
で
す
。
日
本
の
ビ
リ
オ
ネ
ア
は
ほ
と

ん
ど
が
創
業
者
で
、
こ
の
方
々
は
ス
ト
ッ
ク
成
長
型
に
該

図表11�　日本における富裕層の４分類

 富裕層（保有資産１億円以上～５億円まで）、超富裕層（保有資産５億円以上）が資産を形成した手段を大きく
４つに分類。

 富裕層の資産形成過程は、フロー蓄積型③及び相続型④が中心ではないかと推察される。

 超富裕層は、ストック承継型①及びストック成長型②に該当することが想定されている。日本においては、地主
(土地持ち)や創業家一族、ベンチャー起業家等のような、ストック承継型・ストック成長型の超富裕層も存在す
るものの、富の分布に占める割合は非常に少ない

（日証協注）超富裕層は世帯数で全体の0.2％（前頁参照）。また、「ストック承継型」の超富裕層には相続税
課税（後述）という壁がある。

莫大な資産や事業を代々
受け継ぐ資産家の系譜

先鋭的な分野の起業に
成功した実業家

給与所得を原資に着実に
金融資本を積み上げた者

親からの相続により金融
資本を取得した者

〔出所〕�　三菱UFJ信託銀行「日本の富裕層マーケットに関する考察」
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当
し
ま
す
。

　

同
じ
く
「
世
界
長
者
番
付
」（
世
界
版
）
に
お
い
て

も
、
一
位
は
ア
マ
ゾ
ン
の
ジ
ェ
フ
・
ベ
ゾ
ス
氏
、
二
位
は

テ
ス
ラ
の
イ
ー
ロ
ン
・
マ
ス
ク
氏
と
い
う
こ
と
で
、
や
は

り
ス
ト
ッ
ク
成
長
型
の
方
々
で
す
。

　

先
ほ
ど
、
日
本
は
人
数
、
保
有
資
産
額
と
も
に
ピ
ラ

ミ
ッ
ド
形
だ
と
申
し
上
げ
ま
し
た
が
、
世
界
は
逆
で
す

（
図
表
12
）。
人
数
は
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
形
、
保
有
資
産
額
は
逆

ピ
ラ
ミ
ッ
ド
形
に
な
っ
て
お
り
、
一
握
り
の
超
富
裕
層
が

莫
大
な
資
産
を
保
有
し
て
い
ま
す
。

　

欧
米
で
は
、
超
富
裕
層
へ
の
過
度
な
富
の
集
中
や
、
富

裕
層
の
さ
ら
な
る
富
裕
化
が
問
題
視
さ
れ
、
こ
れ
ら
の

人
々
に
対
す
る
課
税
強
化
と
い
う
話
が
よ
く
出
て
き
ま

す
。
し
か
し
、
日
本
と
欧
米
で
は
そ
も
そ
も
構
造
が
異
な

り
ま
す
。
土
台
が
違
う
の
に
、
欧
米
が
そ
う
だ
か
ら
と

い
っ
て
そ
れ
を
単
純
に
日
本
に
当
て
は
め
て
い
い
の
か
疑

義
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
構
造
の
違
い
も
含
め
て
金
融
所
得

図表12�　富の集中構造の国際比較
 世界全体や米国において、富裕層の人数が占める割合は富の水準が上がるほど少なくなる（ピラミッド型）。

 一方で、保有資産額が占める割合は富の水準が上がるほど大きくなる（逆ピラミッド型）。

⇒ 極一部の超富裕層への「過度な富の集中」や「富裕層の富裕化」が問題視されている

人数 保有資産額

 日本においては、富裕層の人数が占める割合、保有資産額が占める割合ともに、富の水準が上がるほど少なくなる
（ピラミッド形）。

⇒ 世界全体や米国とは富の集中構造が大きく異なり、諸外国の議論をそのまま当てはめることはできない

人数 保有資産額
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課
税
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
か
な
け
れ
ば
い
け
な
い
と
感

じ
て
お
り
ま
す
。

　

次
に
、
相
続
税
・
贈
与
税
に
つ
い
て
見
て
み
ま
す
。
な

ぜ
こ
こ
で
相
続
税
・
贈
与
税
な
の
か
と
い
う
と
、
本
来
、

資
産
の
再
分
配
機
能
は
、
所
得
税
で
は
な
く
相
続
税
・
贈

与
税
が
担
っ
て
い
る
か
ら
で
す
。

　

相
続
税
法
の
改
正
に
よ
っ
て
基
礎
控
除
額
が
引
き
下
げ

ら
れ
、
相
続
税
の
課
税
対
象
者
の
割
合
が
大
幅
に
上
昇

し
、
以
前
は
四
～
五
％
だ
っ
た
も
の
が
現
在
は
一
〇
％
弱

に
な
っ
て
い
ま
す
。
先
ほ
ど
の
家
計
資
産
総
額
十
分
位
で

言
え
ば
、
第
Ⅹ
階
級
の
人
が
支
払
い
の
対
象
と
な
り
ま

す
。

　

ま
た
、
相
続
財
産
価
額
の
推
移
を
見
て
み
る
と
、
相
続

税
法
改
正
以
降
、
有
価
証
券
や
現
金
・
預
貯
金
等
の
額
が

増
加
し
て
い
ま
す
。

　

日
本
で
は
よ
く
「
相
続
が
三
代
続
く
と
資
産
が
な
く
な

る
」
と
言
わ
れ
ま
す
が
、
相
続
前
の
超
富
裕
層
、
約
三
〇

〇
〇
人
に
相
続
が
発
生
す
る
と
、
相
続
後
の
超
富
裕
層
は

約
三
〇
〇
人
、
つ
ま
り
一
〇
分
の
一
に
減
る
ほ
ど
日
本
の

相
続
税
は
厳
し
い
と
い
う
こ
と
で
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
ス

ト
ッ
ク
承
継
型
の
富
裕
層
は
だ
ん
だ
ん
少
な
く
な
っ
て
い

ま
す
。

　

こ
こ
で
も
国
際
比
較
し
て
み
ま
し
た
。
日
本
の
相
続
税

の
最
高
税
率
は
五
五
％
と
非
常
に
高
く
、
か
つ
基
礎
控
除

も
、
ア
メ
リ
カ
の
一
三
億
円
に
比
べ
る
と
非
常
に
少
な
い

で
す
。
ち
な
み
に
、
ド
イ
ツ
の
最
高
税
率
は
三
〇
％
で
日

本
よ
り
も
か
な
り
低
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

贈
与
税
に
つ
い
て
も
、
税
率
、
基
礎
控
除
等
、
相
続
税

と
似
た
よ
う
な
形
で
す
。

　

続
い
て
、
相
続
税
評
価
が
家
計
の
資
産
選
択
に
与
え
て

い
る
影
響
に
つ
い
て
で
す
。

　

相
続
税
評
価
額
は
、
土
地
が
公
示
地
価
の
八
〇
％
、
建

物
が
建
設
費
の
五
〇
～
七
〇
％
で
あ
る
の
に
対
し
、
上
場

株
式
は
時
価
の
一
〇
〇
％
で
す
。「
日
本
再
興
戦
略
二
〇
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一
六
」
に
お
い
て
も
、「
他
の
資
産
と
比
較
し
て
も
不
利

な
た
め
、
国
民
の
資
産
選
択
に
歪
み
を
与
え
て
い
る
と
の

指
摘
が
あ
る
」
と
言
っ
て
い
ま
す
。

　

実
際
、
相
続
財
産
の
内
訳
を
見
る
と
不
動
産
が
最
も
多

い
で
す
。
最
近
で
は
、
裁
判
に
も
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、

相
続
対
策
と
し
て
マ
ン
シ
ョ
ン
投
資
な
ど
も
行
わ
れ
て
い

る
と
聞
い
て
お
り
ま
す
。

　

そ
れ
に
比
べ
て
株
式
は
、
相
続
財
産
と
し
て
は
不
動
産

と
比
べ
人
気
が
あ
り
ま
せ
ん
。
日
証
協
が
行
っ
た
ア
ン

ケ
ー
ト
か
ら
も
、
相
続
発
生
前
に
縮
小
、
現
金
化
す
る
と

い
っ
た
こ
と
が
読
み
取
れ
ま
す
。
不
動
産
は
最
初
か
ら
相

続
税
評
価
額
が
割
り
引
か
れ
る
の
に
対
し
て
株
式
は
一
〇

〇
％
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
相
続
後
の
価
格
変
動
リ
ス
ク
な

ど
も
そ
の
要
因
で
は
な
い
か
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

相
続
後
に
売
却
さ
れ
る
株
式
は
毎
年
約
一
・
七
兆
円
と

試
算
さ
れ
、
こ
れ
は
個
人
の
年
間
売
越
額
約
三
兆
円
の
六

割
に
相
当
し
ま
す
。
今
後
、
高
齢
化
の
進
展
に
伴
っ
て
さ

ら
に
増
え
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。

四�

、「
多
額
の
所
得
を
得
て
い
る
者
」

に
つ
い
て（
ピ
ケ
テ
ィ
に
よ
る
分
析
）

　

ピ
ケ
テ
ィ
は
、
多
く
の
政
府
（
特
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
）
で

は
そ
も
そ
も
資
本
所
得
を
累
進
所
得
税
か
ら
除
外
し
て
お

り
、
そ
の
結
果
、
多
く
の
国
で
税
金
は
所
得
階
層
ト
ッ
プ

で
は
逆
進
的
に
な
っ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
ど
の
国
に
お
い

て
も
「
一
億
円
の
壁
」
の
よ
う
な
現
象
は
発
生
し
、
そ
の

逆
進
性
は
、
先
ほ
ど
の
よ
う
な
十
分
位
で
は
な
く
、
ト
ッ

プ
百
分
位
で
さ
ら
に
顕
著
で
あ
る
と
主
張
し
て
い
ま
す
。

　

ア
メ
リ
カ
の
高
所
得
者
の
所
得
内
訳
で
す
が
、
九
九
・

五

－

九
九
・
九
％
の
レ
ン
ジ
で
資
本
所
得
と
労
働
所
得
の

割
合
が
逆
転
し
て
い
ま
す
。
つ
ま
り
ア
メ
リ
カ
で
も
、
全

納
税
者
の
上
位
〇
・
一
％
の
水
準
で
、
所
得
に
占
め
る
資

本
所
得
の
割
合
が
労
働
所
得
を
上
回
っ
て
い
る
と
い
う
こ
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と
で
す
（
図
表
13
）。

　

で
は
、
日
本
の
場
合
は
ど
う
か
と
い
う
と
、
九
九
・

九
－

九
九
・
九
九
％
の
レ
ン
ジ
で
資
本
所
得
と
労
働
所
得

が
逆
転
し
て
い
ま
す
（
図
表
14
）。
こ
れ
は
全
納
税
者
の

上
位
〇
・
〇
一
％
と
い
う
こ
と
で
、
ア
メ
リ
カ
よ
り
シ
ェ

ア
が
一
桁
小
さ
い
状
況
で
す
。

　

こ
れ
を
人
数
で
逆
算
推
計
す
る
と
、
ア
メ
リ
カ
で
は
約

二
〇
万
人
に
対
し
て
、
日
本
で
は
六
四
〇
二
人
と
非
常
に

少
な
い
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
（
図
表
15
）。
日
本
の
高
額

所
得
者
に
対
す
る
金
融
所
得
課
税
の
増
税
と
い
う
の
は
、

実
は
こ
う
い
う
電
子
顕
微
鏡
レ
ベ
ル
の
小
さ
い
話
を
し
て

い
る
と
い
う
こ
と
も
頭
に
入
れ
て
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い

ま
す
。

図表13�　米国の高所得者の所得内訳（2007年）

 アメリカでは全体の上位0.1％の水準で、所得に占める資本所得の割合が労働所得を上回る。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

P90-95 P95-99 P99-99.5 P99.5-99.9 P99.9-99.99 P99.99-100

労働所得

資本所得

混合所得

〔出所〕�　トマ・ピケティ氏ホームページ（http://piketty.pse.ens.fr/en/capital21c2）。
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五�

、「
多
額
の
金
融
所
得
を
得
て
い
る

者
」
の
プ
ロ
フ
ァ
イ
リ
ン
グ

に
つ
い
て

　

よ
く
言
わ
れ
る
「
一
億
円
の
壁
」
で
す
が
、
資
本
所
得

の
割
合
が
勤
労
所
得
を
上
回
る
申
告
所
得
二
億
円
超
の
所

得
階
層
の
う
ち
、
所
得
税
負
担
率
の
低
下
は
、
先
ほ
ど
お

話
し
し
た
と
お
り
、
株
式
等
の
譲
渡
所
得
等
だ
け
で
な

く
、
保
有
資
産
の
大
き
い
不
動
産
も
影
響
を
与
え
て
い
ま

す
。
所
得
に
占
め
る
株
式
等
の
譲
渡
所
得
等
（
金
融
所

得
）
の
割
合
が
半
分
以
上
と
言
え
る
の
は
所
得
一
〇
億
円

超
の
人
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
株
式
等
の
譲
渡
所
得
等
が
あ

る
の
は
二
〇
二
〇
年
で
四
八
五
人
と
非
常
に
わ
ず
か
で
す

（
図
表
16
）。

　
「
一
億
円
の
壁
」
と
の
関
係
で
こ
う
し
た
方
々
の
税
負

担
の
あ
り
方
を
検
討
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
そ
の
四
八
五
人

図表14�　日本の高所得者の所得内訳
 全納税者数の上位10％の所得について、資本所得（利子、配当、不動産・株式の譲渡所得等）とそれ以外（労

働所得等）が占めるシェアを推計したところ、日本の場合、資本所得のシェアが労働所得等のシェアを上回る
のは、全納税者の上位0.01％（所得金額５億円超）の高所得者層（アメリカよりも一桁小さい）。

全納税者（申告納税者＋申告なしの給与所得者）に占める所得者数の割合（上位10％）

92.9%
89.5%

87.1%

78.2%

56.1%

18.5%7.1%
10.5%

12.9%

21.8%

43.9%

81.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

90-95％ 95-99％ 99-99.5％ 99.5-99.9％ 99.9-99.99％ 99.99-100％

（所得700万円超） （所得1,000万円超） （所得1,500万円超） （所得2,000万円超） （所得5,000万円超） （所得2億円超）

労働所得等

資本所得

（注）�　データの仕様上、推計にあたっては、各納税者数のパーセンタイル区分の
近似値をもとにした数値を使用している。

　　�　（90％≒87.88％、95％≒94.72％、99％≒98.50％、99.5％≒99.69％、99.9％≒
99.87％、99.99％≒99.987％）

〔出所〕�　国税庁「申告所得税標本調査（令和２年分）」、「民間給与実態統計調査
（令和２年分）」より作成。
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が
ど
の
よ
う
な
方
々
な
の
か
、
き
ち
ん
と
プ
ロ
フ
ァ
イ
リ

ン
グ
す
べ
き
で
は
な
い
か
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

ス
ト
ッ
ク
成
長
型
に
つ
い
て
は
、
保
有
し
て
い
た
株
式

を
大
量
に
売
却
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
そ
の
年
だ
け
多
額

の
譲
渡
所
得
を
得
た
ケ
ー
ス
も
あ
り
ま
す
。
特
に
起
業
家

は
、
起
業
か
ら
新
規
公
開
に
至
る
ま
で
さ
ま
ざ
ま
な
労
力

を
出
し
て
い
ま
す
。
昔
は
創
業
者
利
益
の
特
例
と
し
て

「
二
分
の
一
課
税
」
と
い
う
も
の
が
あ
り
ま
し
た
が
、
今

は
廃
止
さ
れ
て
い
ま
す
。
経
済
成
長
の
牽
引
役
と
し
て
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
に
注
目
が
集
ま
り
、
政
府
と
し
て
も

今
年
を
「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
創
出
元
年
」
と
位
置
づ
け
て

い
る
中
、
起
業
意
欲
を
減
退
さ
せ
て
本
当
に
い
い
の
で

し
ょ
う
か
。

　

ス
ト
ッ
ク
承
継
型
、
相
続
型
に
つ
い
て
は
、
資
産
承
継

時
、
既
に
相
続
税
を
支
払
っ
て
い
ま
す
。
資
産
の
再
分
配

機
能
は
相
続
税
が
担
っ
て
い
ま
す
の
で
、
相
続
税
を
支

払
っ
て
い
る
と
い
う
点
を
ど
の
よ
う
に
考
え
る
の
か
。

図表15�　米国（2019年）と日本（2020年）の納税者数の分布

13.9%

7.0%

6.4%

11.9%

18.1%

22.0%

8.9%

13.9%

4.6%

0.7%

0.2%

0.09%

0.02%

0.01%

$1万未満

$1.5万未満

$2万未満

$3万未満

$5万未満

$7.5万未満

$10万未満

$20万未満

$50万未満

$100万未満

$200万未満

$500万未満

$1,000万未満

$1,000万以上

件数ベース

日本：4,982万人アメリカ：1億5,181万件

0.01％
(6,402人)

0.1～0.01％
(約5.6万人)

0.1％
(約20万件)

4.9%

7.0%

7.1%

18.3%

33.9%

16.7%

6.8%

4.7%

0.5%

0.1%

0.03%

0.01%

0.002%

0.001%

100万円以下

150万円以下

200万円以下

300万円以下

500万円以下

700万円以下

1,000万円以下

2,000万円以下

5,000万円以下

1億円以下

2億円以下

5億円以下

10億円以下

10億円超

人員ベース

〔出所〕�　IRS（2019年分）より作成 〔出所〕�　国税庁「申告所得税標本調査（令和２年）」、
「民間給与実態統計調査（令和２年）」より作成



31―　　―

金融所得の実態に関する分析～「一億円の壁」を読み解く～

　

フ
ロ
ー
蓄
積
型
に
つ
い
て
も
、
老
後
の
た
め
に
こ
つ
こ

つ
貯
め
て
き
た
お
金
を
そ
の
人
た
ち
か
ら
本
当
に
取
っ
て

も
い
い
の
か
。
ま
た
、
地
政
学
的
な
話
と
し
て
、
例
え
ば

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
は
、
相
続
税
が
非
課
税
で
す
し
、
所
得
税

も
金
融
所
得
の
部
分
は
非
課
税
で
す
の
で
、
キ
ャ
ピ
タ
ル

フ
ラ
イ
ト
が
起
き
る
の
で
は
な
い
か
。
ち
な
み
に
、
シ
ン

ガ
ポ
ー
ル
に
永
住
す
る
邦
人
は
年
々
増
え
て
い
ま
す
。

　

以
上
の
よ
う
な
点
を
考
慮
に
入
れ
、
プ
ロ
フ
ァ
イ
リ
ン

グ
し
た
上
で
、
高
額
所
得
者
の
課
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て

検
討
し
て
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

　

次
に
、「
金
融
所
得
課
税
を
考
え
る
際
の
留
意
点
に
つ

い
て
」
と
い
う
こ
と
で
、
一
律
増
税
さ
れ
た
場
合
の
話
に

つ
い
て
、
簡
単
に
御
説
明
し
ま
す
。

　

一
律
増
税
は
株
を
持
っ
て
い
る
人
だ
け
の
話
で
、
株
を

持
っ
て
い
な
い
人
に
は
関
係
な
い
と
思
わ
れ
る
か
も
し
れ

ま
せ
ん
。
し
か
し
、
現
在
日
本
に
お
い
て
、
家
計
は
年
金

や
保
険
を
通
じ
て
間
接
的
に
株
式
で
の
運
用
を
行
っ
て
い

図表16�　多額の所得を有する者（高所得者）について

7.4%
15.6%

30.3%

48.5%

61.3%

75.4%

89.5%

77.2%

3.3% 4.1% 5.4% 6.6% 7.9% 8.9% 11.8%
17.6%

24.9%

30.5%

29.3%

20.8%

14.1% 5.5%

0.3%

1.5%

2.5% 2.8% 3.2%
4.3%

5.6%
7.1%

8.3%
9.9%

11.9%

14.4%

17.3%

21.3%

24.7%
27.1%

26.7%

24.0%

21.4%

20.9%

20.0%

17.1%

19.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

申告納税者の所得税負担率（2020年分）

合計所得金額のうち株式譲渡所得等の占める割合（右軸）

合計所得金額のうち分離長期譲渡所得の占める割合（右軸）

所得税負担率（左軸）

（負担率）

 資本所得の割合が勤労所得を上回る申告所得２億円超の所得階層のうち、所得税負担率の低下は、株式等
の譲渡所得等だけでなく分離長期譲渡（不動産）も影響を与えており、特に20億円の層までは、不動産が15％
超の影響を与えている。

 所得に占める株式等の譲渡所得等（金融所得）の割合が50％を超えるのは所得10億円超の者で、そのうち株
式等の譲渡所得等があるのはわずか485人である。こうした者に焦点をあてて分析を進めるのであれば、まず
はその属性を明らかにすること（プロファイリング）が必要なのではないか。

株式等の譲渡所得等がある者は、485人

〔出所〕�　国税庁「申告所得税標本調査（令和２年分）」より作成。
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ま
す
。
例
え
ば
Ｇ
Ｐ
Ｉ
Ｆ
な
ど
が
そ
う
で
す
。
し
た
が
っ

て
、
市
場
へ
の
影
響
が
あ
っ
た
場
合
、
間
接
保
有
の
分
に

も
影
響
が
あ
る
と
い
う
点
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　

ま
た
、
一
律
増
税
さ
れ
た
場
合
、
大
和
総
研
の
試
算
に

よ
る
と
、
所
得
金
額
一
億
円
超
の
高
額
所
得
者
で
は
な

く
、
そ
れ
よ
り
下
の
層
、
つ
ま
り
中
低
所
得
者
が
負
担
す

る
税
額
の
ほ
う
が
多
く
な
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
ま
す

（
図
表
17
）。

　

私
か
ら
の
説
明
は
以
上
で
す
。

六
、「
一
億
円
の
壁
」
を
読
み
解
く

○
岳
野　

そ
れ
で
は
、
ま
と
め
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い

と
存
じ
ま
す
。

　
「
一
億
円
の
壁
」
の
グ
ラ
フ
で
す
が
、
こ
れ
を
ど
う
読

み
解
い
て
い
く
か
と
い
う
こ
と
で
す
（
図
表
18
）。

図表17�　所得分布と金融所得税率引き上げによる影響
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〃
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0万
円

〃
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0万
円

〃
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00

0万
円

〃

5,
00

0万
円

〃

1億
円

〃

2億
円

〃

5億
円

〃

10
億

円
〃

20
億

円
〃

50
億

円
〃

10
0億

円
〃

10
0億

円
超

改
正
に
よ
る
増
税
額

億
円
・
棒
グ
ラ
フ

平
均
税
率

折
れ
線
グ
ラ
フ

現行制度①単純に一律税率5%pt
引き上げの場合

申告なし分
申告あり分

所得

金額⇒

金融所得税率引き上げ(一律引き上げ)による「平均税率」（所得税）と税収に与える影響

 株式の配当や譲渡による所得に対する税率を引き上げた場合（国税15％⇒20％）、源泉徴収に
より課税が終了する層を含めて所得階層別の増税額を試算すると、所得金額１億円超の高額所
得者ではなく、それ以外の層が負担する税額の方が多くなる。

税率引き上げ

（注）�　株式譲渡・配当の税率を国税で５％pt 引上げと仮定。株式譲渡・配当について申
告不要・特定口座分も推計加算。

〔出所〕�　国税庁「令和元年分民間給与実態統計調査」、「令和元年分申告所得税標本調
査」等をもとに大和総研試算
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上
場
株
式
等
の
譲
渡
所
得
等
に
対
す
る
一
〇
％
の
軽
減

税
率
が
二
〇
一
三
年
（
平
成
二
五
年
）
を
も
っ
て
廃
止
さ

れ
、
二
〇
一
四
年
（
平
成
二
六
年
）
か
ら
本
則
税
率
二

〇
％
（
国
税
一
五
％
・
住
民
税
五
％
）
に
な
り
ま
し
た
。

税
率
引
き
上
げ
前
、
一
億
円
超
の
高
額
所
得
者
の
税
負
担

率
は
大
き
く
低
下
し
て
い
ま
し
た
。
し
か
し
、
特
例
の
減

税
を
や
め
て
本
則
税
率
に
戻
し
た
と
こ
ろ
、
平
成
三
〇
年

の
デ
ー
タ
で
見
る
と
、
右
肩
下
が
り
が
比
較
的
な
だ
ら
か

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
グ
ラ
フ
は
確
定
申
告
の
デ
ー
タ
で
あ
り
、
源

泉
徴
収
の
み
で
納
税
が
完
結
し
て
い
る
多
数
の
納
税
者
の

デ
ー
タ
を
反
映
し
て
い
な
い
こ
と
。
平
成
一
七
年
の
グ
ラ

フ
（
図
表
19
）
と
比
較
し
て
み
る
と
高
額
所
得
者
の
所
得

の
刻
み
を
過
度
に
強
調
し
す
ぎ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と

思
わ
れ
る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
す
。

　

こ
れ
ら
の
グ
ラ
フ
を
き
っ
か
け
に
、
二
〇
一
六
年
以

降
、
格
差
是
正
や
所
得
再
分
配
機
能
の
強
化
、
さ
ら
に
は

図表18�　財務省資料（2020年10月22日　第３回税制調査会資料）

（備考）�　各年分の国税庁「申告所得税標本調査（税務統計から見た申告
所得税の実態）」より作成。

（注）�　所得金額があっても申告納税額のない者（例えば還付申告書を提
出した者）は含まれていない。

　　�　また、源泉分離課税の利子所得、申告不要を選択した配当所得及
び源泉徴収口座で処理された株式等譲渡所得で申告不要を選択した
ものも含まれていない。
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財
政
健
全
化
の
観
点
か
ら
、
さ
ら
に
金
融
所
得
課
税
の
税

率
を
一
律
に
引
き
上
げ
て
は
ど
う
か
と
い
う
議
論
が
国
会

そ
の
他
で
活
発
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
ま

た
、
二
〇
一
八
年
以
降
の
国
会
審
議
で
は
、
税
率
の
一
律

引
き
上
げ
以
外
に
も
、
高
額
所
得
者
へ
の
金
融
所
得
課
税

の
総
合
課
税
化
、
あ
る
い
は
累
進
性
を
持
た
せ
る
と
い
っ

た
よ
う
な
議
論
も
行
わ
れ
て
お
り
ま
す
。

　

し
か
し
、
二
〇
一
九
年
以
降
、
先
ほ
ど
御
説
明
し
た
図

表
17
（
大
和
総
研
の
試
算
）
で
明
ら
か
な
と
お
り
、
税
率

の
一
律
引
き
上
げ
は
高
額
所
得
者
へ
の
負
担
増
と
い
う
よ

り
幅
広
く
大
衆
課
税
に
な
る
た
め
、
こ
の
点
に
留
意
す
る

必
要
が
あ
る
と
い
っ
た
指
摘
が
野
党
か
ら
も
出
始
め
ま
し

た
。
ま
た
、
金
融
所
得
に
よ
っ
て
老
後
の
収
入
を
得
て
い

る
高
齢
者
へ
の
影
響
を
視
野
に
入
れ
る
べ
き
と
い
う
指
摘

や
、
税
率
の
引
き
上
げ
は
本
当
に
所
得
再
分
配
機
能
に
資

す
る
の
か
と
い
っ
た
懐
疑
的
な
意
見
も
出
て
き
ま
し
た
。

　

直
近
で
は
、
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
世
界
的
な
財
政
赤
字
の

図表19�　申告納税者の所得税負担率（平成17年分）

4.0% 4.2%
5.4% 5.2%
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13.0%

15.5%

19.4%

22.7%
21.8%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

平成17年分まで、国税庁の申告所得税標本調査の合計所得金額の区分は「5,000万円超」を用いていた。
⇒平成18年分から、現在の１億円～100億円超までの区分が用いられるようになった。

（合計所得金額：円）

〔出所〕�　国税庁「申告所得税標本調査（平成17年分）」より作成。
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拡
大
や
一
種
の
コ
ロ
ナ
バ
ブ
ル
の
進
行
、
世
界
的
な
富
裕

層
の
資
産
増
加
に
伴
う
格
差
の
拡
大
、
さ
ら
に
は
消
費
税

を
減
税
す
べ
き
と
い
っ
た
さ
ま
ざ
ま
な
議
論
が
行
わ
れ
る

中
、
資
産
課
税
を
含
む
富
裕
層
へ
の
課
税
強
化
の
流
れ
が

強
く
な
り
、
金
融
所
得
課
税
の
税
率
の
引
き
上
げ
や
総
合

課
税
化
、
累
進
性
の
強
化
を
求
め
る
声
も
出
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。

　

こ
う
し
た
増
税
議
論
は
図
表
18
の
グ
ラ
フ
と
そ
れ
が
与

え
る
イ
メ
ー
ジ
の
み
を
基
に
議
論
し
て
い
ま
す
の
で
、
さ

ま
ざ
ま
な
混
乱
が
あ
り
、
そ
れ
を
克
服
し
て
く
る
の
に
六

～
七
年
か
か
り
ま
し
た
。
単
純
に
、
一
五
％
に
戻
し
た
ら

右
肩
下
が
り
の
傾
斜
が
緩
く
な
っ
た
の
だ
か
ら
、
さ
ら
に

上
げ
て
い
け
ば
一
億
円
以
上
の
と
こ
ろ
が
よ
り
フ
ラ
ッ
ト

に
な
っ
て
い
き
、「
格
差
」
が
是
正
さ
れ
る
の
で
は
な
い

か
、
こ
う
い
う
誤
っ
た
イ
メ
ー
ジ
を
振
り
ま
い
た
こ
の
グ

ラ
フ
の
み
に
基
づ
い
た
議
論
に
問
題
が
あ
っ
た
と
い
う
こ

と
で
す
。

　

図
表
４
と
図
表
17
（
大
和
総
研
の
試
算
）
の
と
お
り
、

基
本
的
な
税
収
の
塊
は
所
得
金
額
一
億
円
以
下
の
と
こ
ろ

に
あ
り
ま
す
。
確
定
申
告
の
デ
ー
タ
だ
け
で
な
く
、
源
泉

徴
収
で
課
税
関
係
が
終
了
し
て
い
る
大
多
数
の
国
民
の

デ
ー
タ
を
推
計
し
、
そ
れ
を
織
り
込
ん
で
試
算
す
る
と
、

一
律
増
税
に
よ
る
増
収
額
の
ほ
と
ん
ど
は
所
得
金
額
一
億

円
以
下
の
人
た
ち
か
ら
出
て
く
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
金

融
所
得
の
税
率
の
一
律
引
き
上
げ
は
大
衆
課
税
で
あ
り
、

税
収
確
保
の
た
め
に
一
律
増
税
す
る
と
言
う
な
ら
、
一
つ

の
政
策
議
論
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、「
格
差
是
正
」
の
た

め
と
い
う
誤
っ
た
政
策
的
イ
メ
ー
ジ
で
議
論
さ
れ
て
き
た

こ
と
は
大
変
不
幸
だ
っ
た
と
思
い
ま
す
。
し
か
し
現
時
点

で
は
、
こ
う
い
う
議
論
は
大
分
是
正
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

　

格
差
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
本
年
２
月
に
公
表
さ
れ
た

ミ
ニ
経
済
白
書
の
指
摘
や
、
ミ
ラ
ノ
ヴ
ィ
ッ
チ
と
い
う
格

差
問
題
の
専
門
家
が
、「
資
産
所
得
の
格
差
是
正
の
た
め

に
は
中
間
層
に
も
っ
と
有
価
証
券
を
持
た
せ
る
必
要
が
あ
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る
」
と
は
っ
き
り
言
っ
て
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
今
回

の
政
府
の
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
、「
貯
蓄
か
ら
投
資

へ
」
を
進
め
る
こ
と
も
、
こ
う
し
た
資
産
所
得
の
格
差
是

正
の
考
え
方
の
延
長
線
上
に
あ
る
と
受
け
と
め
て
証
券
界

と
し
て
対
応
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

い
ま
だ
に
一
部
の
専
門
家
の
間
で
は
、
資
産
所
得
倍
増

よ
り
も
金
融
所
得
課
税
の
あ
り
方
が
問
題
で
、
格
差
是
正

に
は
後
者
の
方
が
大
事
だ
と
い
う
意
見
も
あ
る
よ
う
で
す

が
、
格
差
の
是
正
と
税
収
確
保
と
い
う
政
策
目
的
を
混
同

し
た
議
論
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
、
国
の
将
来
に
と
っ

て
誠
に
不
幸
な
こ
と
だ
と
考
え
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
議
論
を
し
て
お
り
ま
す
と
、「
や
は
り
所

得
税
は
累
進
性
が
基
本
だ
か
ら
、
金
融
所
得
課
税
も
総
合

課
税
化
す
べ
き
だ
」
と
言
う
ご
指
摘
も
あ
り
ま
す
。
特
に

外
国
で
は
そ
う
な
っ
て
い
る
と
思
い
込
ん
で
い
る
人
も
多

い
の
で
す
が
、
先
ほ
ど
小
西
部
長
が
図
表
３
で
御
説
明
し

た
よ
う
に
、
実
情
は
異
な
り
ま
す
。
金
融
所
得
は
各
国
で

も
国
税
は
基
本
的
に
分
離
課
税
で
す
し
、
近
隣
の
ア
ジ
ア

の
国
々
で
は
株
式
譲
渡
益
は
非
課
税
で
す
。
む
し
ろ
、
低

所
得
者
の
た
め
に
総
合
課
税
の
選
択
制
ま
で
用
意
し
て
い

る
国
も
あ
り
ま
す
の
で
、
そ
う
い
っ
た
世
界
の
税
制
の
実

態
を
正
確
に
認
識
し
た
上
で
議
論
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う

の
が
二
つ
目
の
論
点
で
す
。

　

ま
た
、
例
え
ば
ア
メ
リ
カ
や
イ
ギ
リ
ス
の
よ
う
に
、
分

離
課
税
で
も
税
率
を
階
段
状
に
す
る
と
い
う
議
論
も
あ
る

か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
我
が
国
は
諸
外
国
と
異
な

り
、
源
泉
徴
収
を
ベ
ー
ス
と
し
た
徴
税
体
系
に
な
っ
て
お

り
、
税
率
が
階
段
状
に
な
っ
た
場
合
、
特
定
口
座
で
は
処

理
す
る
の
が
非
常
に
困
難
な
た
め
、
徴
税
体
系
を
抜
本
的

に
変
更
し
、
確
定
申
告
を
原
則
と
し
て
も
ら
う
必
要
が
あ

り
ま
す
。
し
か
し
そ
れ
は
、
国
民
に
と
っ
て
も
国
税
当
局

に
と
っ
て
も
大
き
な
負
担
に
な
り
ま
す
。
こ
う
い
っ
た
徴

税
体
系
の
違
い
、
日
本
の
特
殊
性
を
よ
く
理
解
し
た
上
で

税
制
論
を
展
開
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
の
が
三
つ
目
の
論
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点
で
す
。

　

そ
し
て
四
つ
目
の
論
点
は
、
不
動
産
の
分
離
長
期
譲
渡

所
得
の
存
在
で
す
（
図
表
20
）。
一
億
円
超
の
と
こ
ろ
の

所
得
税
負
担
率
が
下
が
っ
て
い
る
原
因
を
示
す
が
如
く
、

合
計
所
得
金
額
の
う
ち
株
式
譲
渡
等
の
占
め
る
割
合
だ
け

を
グ
ラ
フ
化
し
た
資
料
が
政
府
の
税
制
調
査
会
に
提
出
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
図
表
16
を
確
認
し
て
も
ら
え
ば
わ
か

る
よ
う
に
、
合
計
所
得
金
額
の
う
ち
不
動
産
等
の
分
離
長

期
譲
渡
所
得
の
占
め
る
割
合
が
株
式
譲
渡
所
得
等
の
占
め

る
割
合
よ
り
大
き
く
な
っ
て
い
る
所
得
帯
が
多
く
、
図
表

に
は
お
示
し
し
て
い
ま
せ
ん
が
、
全
体
の
税
収
額
で
も
不

動
産
の
ほ
う
が
多
い
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
す
。

　

さ
ら
に
人
数
で
も
、
図
表
２
の
と
お
り
株
式
等
の
譲
渡

所
得
等
が
あ
る
人
は
一
八
万
三
〇
〇
〇
人
、
不
動
産
等
の

分
離
長
期
譲
渡
所
得
が
あ
る
人
は
二
七
万
四
〇
〇
〇
人
で

す
。

図表20�　財務省資料（2015年10月14日　第23回税制調査会資料）

（備考）�　国税庁「平成25年分申告所得税標本調査結果（税務統計から見た申告
所得税の実態）」より作成。

（注）�　所得金額があっても申告納税額のない者（例えば還付申告書を提出した
者）は含まれていない。

　　�　また、申告不要を選択した場合の配当所得や源泉徴収で課税関係が終了
した源泉徴収特定口座における株式等譲渡所得や利子所得等も含まれてい
ない。
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図
表
20
の
政
府
税
調
の
資
料
で
は
、
こ
と
さ
ら
株
式
譲

渡
等
だ
け
に
注
目
し
て
い
ま
す
が
、
不
動
産
の
影
響
も
大

き
い
わ
け
で
す
。
し
た
が
っ
て
、
い
く
ら
金
融
所
得
の
税

率
を
上
げ
て
も
「
一
億
円
の
壁
」
の
右
肩
下
が
り
は
直
り

ま
せ
ん
。
も
し
「
一
億
円
の
壁
」
の
問
題
を
真
っ
正
面
か

ら
議
論
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
こ
う
し
た
客
観
的
な
事
実
を

前
提
に
置
い
て
検
討
し
て
い
か
な
け
れ
ば
い
け
な
い
と
思

い
ま
す
。
こ
れ
ま
で
六
～
七
年
の
金
融
所
得
課
税
を
め
ぐ

る
議
論
の
迷
走
を
振
り
返
る
と
、
正
確
な
エ
ビ
デ
ン
ス
に

基
づ
く
議
論
の
重
要
性
を
感
じ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

　

令
和
四
年
度
税
制
改
正
大
綱
で
示
さ
れ
た
方
向
性
に
加

え
て
、
自
民
党
の
税
制
調
査
会
幹
部
が
最
近
の
経
済
誌
の

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で
、「
既
に
投
資
で
大
き
く
金
融
所
得
が

あ
り
相
当
多
額
の
金
融
資
産
を
持
つ
人
が
、
ご
く
少
数
な

が
ら
も
結
果
的
に
負
担
す
る
税
率
が
低
い
こ
と
は
事
実
。

そ
う
い
う
人
た
ち
に
『
少
し
増
や
し
て
く
だ
さ
い
』
と
、

あ
る
程
度
負
担
し
て
も
ら
う
議
論
は
避
け
て
通
れ
な
い
」

と
お
答
え
に
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
れ
を
伺
う
限
り
に
お
い

て
、
今
後
の
金
融
所
得
課
税
の
議
論
の
方
向
性
と
し
て

は
、
高
額
所
得
者
に
対
象
を
絞
っ
た
議
論
が
な
さ
れ
る
と

い
う
ふ
う
に
も
読
み
取
れ
ま
す
が
、
報
道
ベ
ー
ス
な
の
で

正
確
な
と
こ
ろ
は
わ
か
り
ま
せ
ん
。

　

も
し
、
高
額
の
金
融
所
得
者
に
つ
い
て
の
検
討
が
行
わ

れ
る
の
で
あ
れ
ば
、
先
ほ
ど
小
西
部
長
が
御
説
明
し
た
図

表
16
の
と
お
り
、
四
八
五
人
と
い
う
限
ら
れ
た
数
の
方
々

の
議
論
に
な
る
と
思
わ
れ
ま
す
か
ら
、
ど
う
い
う
方
が
ど

ん
な
き
っ
か
け
で
ど
の
よ
う
な
所
得
を
得
て
お
ら
れ
、
そ

れ
が
毎
年
継
続
し
て
い
る
の
か
、
た
ま
た
ま
一
年
だ
け
な

の
か
等
、
し
っ
か
り
プ
ロ
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
を
し
た
上
で
、

経
済
の
活
性
化
や
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
推
進
と
い
う
政
策

と
の
整
合
性
、
キ
ャ
ピ
タ
ル
フ
ラ
イ
ト
の
恐
れ
と
い
っ
た

と
こ
ろ
ま
で
踏
み
込
ん
で
慎
重
に
議
論
を
し
て
い
た
だ
く

必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

　

御
説
明
は
以
上
で
す
。
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
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（
追
記
）
令
和
四
年
八
月
二
三
日
に
金
子
宏
東
京
大
学
名

誉
教
授
が
永
眠
さ
れ
ま
し
た
。
謹
ん
で
哀
悼
の
意
を
表

し
、
心
か
ら
御
冥
福
を
御
祈
り
申
し
上
げ
ま
す
。

○
増
井
理
事
長　

金
融
所
得
課
税
に
つ
い
て
、
大
変
説
得

力
の
あ
る
、
わ
か
り
や
す
い
御
説
明
を
あ
り
が
と
う
ご
ざ

い
ま
し
た
。

　

若
干
お
時
間
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、
皆
様
か
ら
御
質
問
、

御
意
見
等
お
受
け
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

○
質
問
者
Ａ　

岳
野
副
会
長
の
お
話
、
大
変
よ
く
わ
か
り

ま
し
た
。「
一
億
円
の
壁
」
に
つ
い
て
、
今
ま
で
私
は
、

勤
労
所
得
が
累
進
課
税
に
な
っ
て
い
る
の
だ
か
ら
、
金
融

所
得
も
累
進
課
税
に
し
た
ら
い
い
と
思
っ
て
い
ま
し
た

し
、
現
に
そ
う
思
っ
て
い
る
人
は
多
い
と
思
い
ま
す
。
し

か
し
、
そ
れ
は
あ
ま
り
に
も
短
絡
的
で
、
徴
税
制
度
の
歴

史
や
徴
税
コ
ス
ト
な
ど
を
考
え
た
ら
そ
う
も
い
か
な
い
と

伺
い
、
な
る
ほ
ど
と
思
い
ま
し
た
。

　

た
だ
、
日
本
の
財
政
を
考
え
た
ら
、
や
は
り
増
税
し
な

け
れ
ば
根
本
的
に
ど
う
に
も
な
ら
な
い
わ
け
で
す
が
、
消

費
税
は
所
得
が
減
る
か
ら
増
や
せ
な
い
し
、
金
融
所
得
税

も
こ
れ
以
上
増
や
せ
な
い
。
つ
ま
り
所
得
課
税
に
問
題
が

あ
っ
て
、
そ
う
で
あ
れ
ば
資
産
課
税
に
持
っ
て
い
く
し
か

な
い
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。
要
す
る
に
富
裕
税
で

す
。
ア
メ
リ
カ
を
は
じ
め
諸
外
国
で
は
富
裕
税
が
議
論
の

中
心
に
な
っ
て
い
て
、
オ
ラ
ン
ダ
で
は
四
％
の
富
裕
税
を

取
る
と
い
う
恒
久
税
制
が
で
き
て
い
ま
す
。

　

庶
民
に
と
っ
て
税
金
は
低
い
ほ
う
が
い
い
に
決
ま
っ
て

い
ま
す
が
、
証
券
業
界
と
し
て
、
税
制
議
論
を
進
め
る
に

当
た
っ
て
富
裕
税
を
ど
う
す
る
か
。「
取
る
べ
き
だ
」
と

言
う
わ
け
に
も
い
か
な
い
で
し
ょ
う
け
れ
ど
も
、
富
裕
税

の
あ
り
方
に
つ
い
て
今
後
研
究
し
、
見
解
を
発
表
し
て
い

た
だ
け
た
ら
あ
り
が
た
い
と
思
い
ま
す
が
、
い
か
が
で

し
ょ
う
か
。

○
岳
野　

富
裕
税
に
つ
い
て
は
、
相
続
税
と
同
じ
よ
う
な
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税
を
入
れ
る
か
ど
う
か
、
相
続
税
を
一
生
に
一
回
払
う
の

か
、
毎
年
少
し
ず
つ
払
う
の
か
と
い
う
こ
と
に
近
い
話
で

す
。
我
が
国
で
も
、
贈
与
税
と
併
せ
て
相
続
税
の
抜
本
的

な
見
直
し
が
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
ま
す
が
、
あ
る
年
に
多

額
の
所
得
が
あ
っ
た
か
ら
と
い
っ
て
、
そ
れ
を
一
生
得
続

け
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
し
た
が
っ
て
、
私
ど
も
の

理
解
で
は
、
相
続
税
と
い
う
形
で
格
差
の
承
継
を
十
分
に

防
い
で
い
る
の
が
我
が
国
の
制
度
で
あ
り
、
新
た
に
富
裕

税
を
導
入
す
る
こ
と
は
考
え
に
く
い
と
い
う
の
が
基
本
的

な
考
え
方
で
す
。

　

一
方
で
、
仮
に
格
差
是
正
の
目
的
の
財
政
支
出
等
に
あ

て
る
財
源
の
確
保
の
た
め
に
税
収
が
必
要
だ
と
し
た
ら
、

担
税
力
を
ど
こ
に
求
め
る
の
か
、
さ
ま
ざ
ま
な
形
で
し
っ

か
り
検
討
し
た
上
で
説
明
し
、
社
会
の
共
通
会
費
で
あ
る

税
の
負
担
を
国
民
に
求
め
て
い
く
の
が
本
筋
だ
と
思
い
ま

す
。
そ
の
際
、
あ
ら
か
じ
め
ど
の
税
目
に
負
担
を
求
め
て

は
い
け
な
い
と
ま
で
申
し
上
げ
る
つ
も
り
も
な
い
と
い
う

の
が
私
の
個
人
的
な
考
え
で
す
。

○
質
問
者
Ｂ　

岸
田
政
権
の
「
新
し
い
資
本
主
義
」
で

は
、
資
産
所
得
倍
増
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
拡
充
と
い
っ
た
こ
と

が
言
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
こ
ち
ら
が
年
末
の
税
制
改
正
で

認
め
ら
れ
る
見
通
し
は
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。
岸
田
政
権

の
目
玉
政
策
で
あ
る
こ
と
か
ら
す
る
と
、
認
め
な
い
わ
け

は
な
い
だ
ろ
う
と
思
い
ま
す
が
、
税
調
会
長
が
か
わ
っ
て

い
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
の
で
、
こ
の
あ
た
り
、
ど
の
よ
う

に
見
立
て
て
お
ら
れ
る
か
、
お
聞
か
せ
い
た
だ
け
れ
ば
と

思
い
ま
す
。

○
岳
野　
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
抜
本
的
拡
充
策
に
つ
い
て
は
、
六

月
七
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
新
し
い
資
本
主
義
」
の
実

行
計
画
及
び
骨
太
方
針
で
そ
の
方
針
が
示
さ
れ
て
い
ま
す

の
で
、
年
末
の
税
制
改
正
で
認
め
ら
れ
る
と
思
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
私
ど
も
が
求
め
る
抜
本
的
拡
充
策
の
レ
ベ
ル

と
、
最
終
的
に
政
府
あ
る
い
は
与
党
の
税
制
調
査
会
が

「
こ
れ
で
十
分
な
抜
本
的
拡
充
策
で
あ
る
」
と
し
て
お
認
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め
に
な
る
も
の
の
レ
ベ
ル
に
ど
の
く
ら
い
ず
れ
が
あ
る
か

と
い
う
と
こ
ろ
が
問
題
で
す
。
私
ど
も
と
し
て
は
、
真
に

抜
本
的
な
拡
充
策
と
言
え
る
も
の
を
目
指
し
て
働
き
か

け
、
国
民
の
皆
様
の
理
解
を
求
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て

い
ま
す
。

○
増
井
理
事
長　

そ
の
ほ
か
に
御
質
問
ご
ざ
い
ま
す
で

し
ょ
う
か
。
―
―
そ
れ
で
は
、
こ
の
あ
た
り
で
本
日
の

「
資
本
市
場
を
考
え
る
会
」
を
終
わ
ら
せ
て
い
た
だ
き
た

い
と
思
い
ま
す
。

　

金
融
所
得
の
実
態
に
つ
い
て
、
非
常
に
し
っ
か
り
し
た

分
析
を
お
伺
い
し
ま
し
た
。
大
変
頼
も
し
く
思
う
次
第
で

す
。

　

岳
野
副
会
長
、
小
西
部
長
、
ど
う
も
あ
り
が
と
う
ご
ざ

い
ま
し
た
。（
拍
手
）（

た
け
の　

ま
り
お
・
日
本
証
券
業
協
会　

副
会
長
・
専
務
理
事
）

（
こ
に
し　

け
ん
じ
・
日
本
証
券
業
協
会

政
策
本
部
証
券
税
制
部
長
）

（
本
稿
は
、
令
和
四
年
八
月
二
五
日
に
開
催
し
た
講
演
会
で
の
要

旨
を
整
理
し
た
も
の
で
あ
り
、
文
責
は
当
研
究
所
に
あ
る
。

）
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　　岳　野　万里夫　氏

略　　歴

日本証券業協会　副会長・専務理事

2015年７月日本証券業協会専務理事、2019年７月同副会長・専務理事（現職）。

下記を担当。

・投資による資産形成の促進に向けた取組み（NISA等の税制改正要望、金融・証

券知識（リテラシー）の普及・啓発活動）

・我が国の金融資本市場の機能・競争力の強化（国際金融センター構想、証券決済

システムの整備、デジタルトランスフォーメーション（DX）の促進）

・証券業界の SDGs の達成に向けた取組み（SDGs 債等のサステナブルファイナン

ス推進、会員の働き方改革・ダイバーシティ推進、子供の貧困対策支援、国内外の

パートナーシップの強化）

・グローバルな情報発信・連携の拡充（証券サミット、アジア証券人フォーラム

（ASF）等）

・その他証券会社及び証券市場の健全な発展を推進する取組み（調査研究、広報、

会員交流、BCP対策）

1979年大蔵省（現：財務省）入省後、同省・金融庁等において、マクロ経済分析、

財政政策、金融・証券市場制度の企画立案、個別の監督・市場監視等に携わる。

　　小　西　賢　治　氏

略　　歴

1999年４月日本証券業協会入職。会員部、金融庁（出向）、規律審査部、資格管理

部、証券保安対策支援センター等を経て、2018年７月証券税制部上席次長、2021年

７月同部長（現職）。


